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４１１ 
中央教育審議会が「第三の教育改革」と銘打った「今後にお
ける学校教育の綜合的な拡充整伽のための蕊本的施策」につい
ての答申ｌいわゆる中教審答申－－を行なってから、すで腱
二年余りの歳月を経た。この間ニクソン・ショック、円切り上
げ、公害問題、資源問題、石油・〈一一ツタ、悪性インフレなど急激
に変転する国内外の情勢に一定の手直しを余儀なくはされな
がら筑波大学の強行設置、人件費補助をテコとする湛大の再編
（１） 
成など、答申の意図するところは、歩一歩実現されている。
（１）中教審答申に対する縦老の批判については、雇済悲緑』調Ｉ
３「人件費補助の意味するもの⑩」参照。
一方日教組では、一九七○年の大会決定にもとずき、教育改
革のための「教育制度検討委員会」を発足させたが、同委員会
は七一年の第一次報告「日本の教育はどうあるべきか」、七二
年の第二次報告「日本の教育をどう改めるべきか」に続いて、
（書評）ＯＥＣＤ教育調査団『日本の教育政策』
今年七月「綴・日本の教育をどう改めるべきか」と題する第三
次報告を行なった。これら三つの報告はさらに今後検討を重ね
ての最終報告のための中間報告的なものということになってい
るが、教育改革の理念とその実現のための具体的方策は、かな
（２） 
りの程度出しつくされていると見てよい。
（２）本報告の私大を中心とした問題点については、『教育』一九七
三・一○月号所収の拙稿「私学問題に弱い報告書」参照。
このように、七○年代以降の教育改革をめぐり国内で相対決
する二つの題線がクローズ・アップされているが、あたかもそ
のざ中に、外からの目で見た日本の教育がＯＥＣＤ教育調査団
の『日本の教育政策』というレポートとして出された。．調査団
はフォール元仏首相・文相，ライシャワー元駐日米大使、ドー
ァ英サセックス大学教授、ペソ・デピット・エルサレム大学教
授、ガルッング・オスロ国際平和問題研究所長という顔ぶれか
尾
形
憲
４１２ 
ら成り、一九七○年一月日本を訪れ、短期間ながら各方面で精
力的な調査・討論・検討を行ない、レポートを作製した。この
レポートは、同年二月日本側代表との間で行なわれた討論な
どもふくめて、翌七一年二月英仏両文により、英文では倉詞９
く一・急：｛Ｚ鱈二・息一勺・一言風｛・『巴巨８二・コ（］“で目）圏という表題
で出版され、七二年探代惇郎氏により『日本の教育政策』（朝日
新聞社刊〉として邦訳された。従って時間的に言うならば、遜
評の対象として取上げるのに決して最新のものとはいえない。
しかし、一定の制約はありながらも、教育改革の前提となる教
育の現状、あるいはむしろその病弊の由来するところ、結論的
にいうならば、経済に対する教育の特殊日本的従属、につい
てまことに鋭い指摘が全巻を通じて行なわれていることは、き
わめて意味深いものと思われる。ここに改めて検討の素材とし
て取上げる所以である。
本
繊
の
主
な
内
容
は
大
学
教
育
に
あ
て
ら
れ
て
い
る
が
、
部
分
的
に
幼
児教育、初・中等教育や教育の国際性をもふく糸、また単に現
状での問題点の指摘仁の承止まらず、具体的なざまざ堂の改革
の提言をも行なっている。これらすべてにわたって本稿で展開
す
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
不
可
能
な
の
で
、
以
下
大
学
教
育
の
、
そ
の
ま
た
現状認識に焦点をあてながら検討を行なうことにする。
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本番は、調査団の報告醤である第一部、調査団のメソ鯵ハーと
日本側代表が一九七○年二月．くりのＯＥＣＤ本部で討論を行
なった「検討会議」の内容をなす第二部、そして股後にドー
ア
、
う
す
－
ル
、
ガ
ル
ッ
ン
グ
お
よ
び
ヘ
イ
ワ
ー
ド
四
氏
に
よ
る
「
日
本
の教育政策についての補論」と題する第三部から成っている。訳
者がそのまえがきで述べていることであるが、全文を通じ繰返
（１） 
し鋭く指摘されているのは、日本の社会には出生による階級は
（１） 
ないが、一八才の大学入試によって階級が発生するのであり、
●
●
 
すべての教育段階にわたって人間の選別にもっぱら教育機能の
重点がおかれているということである。このことは、日本にお
ける教育と経済との関係の特徴点を示すものであるから、稻女
長文にわたるが、煩をいとわず、本書の中からそのいくつかを
引
用
し
て
梁
よ
う
。
（１）いうまでもなく、ここでいわれている「階級」は生産手段に対
する関係を薙単とする本来の、鮫密な意味のそれではない。以下
でも同じ。
の
方
を
重
視
す
る
こ
と
は
、
事
実
上
す
べ
て
の
段
階
を
通
じ
て
起
っ
て
い
る。この傾向は、高等教育と大学入試制度のもつきわめて階風
的な性格に、大きな原因があると考えられる。どの大学に入学
するか、とりわけそれが東京大学や京都大学であるか、それ
とも他の学校であるかはその人の人生に決定的な重要性をもっ
ている。しかも入学は、十八才のときに行なわれるたった一度
の試験（浪人することで繰返される場合も多いが）によって、
「罰俎刑幽剥刎創汎引口判引鯛刀記開発することよりも選抜
事実上すべての段階を通じて起ってい
４１３０ECD教育調査団『日本の教育政策』
決定されている。
こうした選抜制度は、大学教育はいうまでもなく、高等学校
以下の教育まで大きくゆがめている。」（訳織八’九ページ。以下
特記しない限り引用は訳誓より）
二股の入念からみると、大学には社会的評価によるきびし
い上下の序列がつくられており、高校は高い評価をもつ大学に
ど
れ
だ
け
多
く
の
生
徒
を
送
り
こ
む
か
に
よ
っ
て
順
位
づ
け
ら
れ
て
い
る。また雇用主の多くは卒業生を、彼らがどのような知識や能
力をもつかでなく、入試の結果どのような大学のどの学部に入
学
し
た
か
に
よ
っ
て
判
断
す
る
。
十
八
才
の
あ
る
一
日
に
、
ど
の
よ
う
な
成
繊
を
と
る
か
に
よ
っ
て
、
彼
の
残
り
の
人
生
は
決
っ
て
し
ま
う
。
い
い
か
え
れ
ば
日
本
の
社
会
で
は
、
大
学
入
試
は
、
将
来
の
経
歴
を
大
き
く
左
右する選抜磯櫛としてつくられているのである。その結果、生
れが屯のをいう貴族主義（昌一唾§『窪旦）は存在しないが、それに
代る一種の学歴主義（旦個月１月国且）が生れている。」（九○ペ
ージ）「学校とは、男性と女性をより良い男性と女性……にするた
めに存在する。このほか学校は、選抜の社会的手段でもある。
それぞれの世代のさまざまな才能を訓練し、彼らを人間生活の
いろいろな分野にふり分ける。……日本の教育制度には、第二
の機能をはたすため釘引刊ｕ剣切に突進してきたという強烈な特
徴がある。」（一六八－’六九ページ）
。劉圃劃剰（＆色８二・房Ｒ『②ご）あるいは学歴主義（」の、『月‐
よりは選抜の機能をはたし、業繊よりも属性が問題にされる。
重
要
な
の
は
人
が
何
を
知
識
と
し
て
も
つ
か
で
な
く
、
ど
こ
で
学
ん
だ
か
である。教育は学歴主義の確立に奉仕し、学歴にもとずく階層
は
、
一
度
選
抜
さ
れ
れ
ば
、
そ
こ
か
ら
脱
出
す
る
の
は
き
わ
め
て
む
ず
か
しい。」〈二五二ページ。ガルッング）
２『胃『）……がどのような階級柵造をもったかはよく知られて
いる。東京、京都の両大学卒業者、その他のエリート大学卒業
者、それ以外の大学卒業者、上級の中等学校卒業者、それ以下
（下級の中等学校．小学校）の卒業者という序列である。……こ
の制度は、ひとたびある集団に配分されたのちは、階級の変更
が
き
わ
め
て
む
ず
か
し
い
と
い
う
意
味
で
、
本
質
的
に
属
性
主
義
で
あ
に社会的出生（ぬ月旨一豆『ｓ）が起るという点をのぞけば、生れ
な
が
ら
に
階
級
が
き
め
ら
れ
る
点
は
同
じ
で
あ
る
。
さ
ら
に
正
確
に
い
え
ば
、
ど
の
階
級
に
所
属
す
る
か
は
各
段
階
の
入
学
試
験
の
さ
い
に
き
ま
る
。
そ
し
て
す
べ
て
の
出
生
の
場
合
と
同
じ
よ
う
に
、
社
会
的
出
生
に
も
苦
痛
を
と
も
な
う
。
そ
こ
に
は
社
会
的
隔
離
の
要
素
を
も
つ
娘
娠
期
間
（入学試験のための箪備期間）があり、生みの苦し象（試験そ
の
も
の
）
が
あ
る
。
ま
だ
流
産
や
幼
児
死
亡
も
あ
る
（
二
十
’
二
十
四
才
と
い
う
特
定
の
年
令
層
の
特
定
時
期
、
す
な
わ
ち
四
月
に
自
殺
率
が
高
い）。」（二四六－二四七ページ。ガルッング）
「人間の配分は生物的出生よりも『社会的出生』をもとに行
な
わ
れ
、
家
柄
の
影
響
は
ほ
ぼ
一
掃
さ
れ
て
い
る
。
し
か
し
教
育
は
学
習
る。学園調護り劉台掴は生物的出生（耳。一品－８一三『［ラ）ののち
４１４ 
こうした選抜Ⅱ差別・選別体制は、国・公・私立の格差を、
またその各々の中でのピラミッド型階層を生糸出す。
「日本の高等教育制度は、いちじるしく階鬮的であり、その
構造は急速な成長にもかかわらず、今世紀の間ほとんど変化し
ていない。多数にのぼる大学のうち、ごく少数だけが財政的基
盤
、
社
会
的
威
信
、
そ
の
提
供
す
る
教
育
水
準
な
ど
の
点
で
、
他
か
ら
は
っきりと区別されている。こうして形成される大学の構造は、
頂
点
の
鋭
く
と
が
っ
た
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
状
を
呈
し
、
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
を
枇
成
す
る各層の間で、学生や教師の移動はきわめてとぼしい。国公立
大
学
で
つ
く
ら
れ
た
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
を
承
る
と
、
ま
ず
そ
の
頂
点
に
立
つ
の
は東京、京都の二大学であり、一橋大学、東京工業大学のよう
な専門的大学および五つの旧帝国大学がそのやや低位に位置す
る。さらにその下に、戦後、各都道府県に新設された四十六校
の国立大学と、いくつかの公立大学がある。
この国・公大学のピラミッドと並んで、大学生の七五％を収
容
す
る
私
立
大
学
は
、
さ
ら
に
巨
大
な
ピ
ラ
ミ
ッ
ド
を
な
し
て
い
る
。
し
か
し
そ
の
な
か
で
、
き
わ
め
て
少
数
の
私
立
大
学
は
高
い
社
会
評
価
と
教
育の質を維持しているものの、その底辺は国立大学のそれのは
る
か
下
方
に
あ
る
。
…
…
噸
大
す
る
進
学
需
要
は
、
も
っ
ぱ
ら
私
立
大
学
の
入
学
者
増
に
よ
っ
て
満
た
さ
れ
て
き
た
。
私
立
大
学
は
大
学
生
一
○
人
のうちほぼ八人を受入れているが、高等教育に支出される費用
については、そのわずか四割強を占めるにすぎない。このため
私立大学の社会的評価や、その提供する教育の質はますます低
下し、大学の階層的構造といったものがあるとすれば、それは
いちだんと重層化していく。」（五一’五二ページ）
「民主主義のもとでは、大学生の社会的評価や出世の機会
が、その在学する大学自体の評判によって決定づけられるとい
うことは好ましくない。……たとえば現在、東京、京都の両大
学は官界においても高い威信をもつ地位のほとんどを独占して
いるし、また大企業、マスコミ界、専門的な自由職業において
も、両大学の卒業生が占める管理職の比率はあまりにも大きす
ぎる、現内閣の閣僚についていえば、十八人中十一人はこれら
二大学の出身者であり、まだ少なくとも六人は東京大学法学部
の卒業者だけで占められている。もちろんその原因の一つは閣
僚の年令に求められよう。彼らの学生時代には、日本の大学の
数はまだきわめて少なかった。しかしながら、東京大学の教師
の九○％以上、京都大学の場合は八○’九○％が、なぜ自分の
（１） 
大学の卒業者で占められているかという事実は、これでは説明
がつかない。さらに多くの大企業では、この二大学の卒業生が
きわめて大きな比重を占めている。彼らを採用するにあたっ
て、一定のワクや上限は設けているが、他大学にくらべて、こ
のワク自体がすでに非常に大きい。数少ない一流の私立大学や
専門性の高い大学も、似たような形をもっているが、東大、京
大にくらべればその度合いは少ない。」（七四’七五ページ）
（１）こうした大学教授市場での占有率については、新堀通也『日
本の大学教授市場』およびＷ・カミソグス『日本の大学教授』参照。
４１５０ECD教育調査団『日本の教育政策』
「国・公・湛立に分ける現行の大学制度は、たまたま歴史の
一コマが生んだ落し子にすぎない。」（二○五ページ。ドーァ）
「私学は、教育の下部構造にみられるギャップの周辺的な部
分を補完するのに利用されているのであり、その結果提供され
る教育は不毛なものとなっている。私学の大部分は十分な資源
をもたず、間に合わせ的であり、既存の大学教育の低い水蝋を
単純にそのままに模倣してきた。いずれにせよ、十分ではあり
えない資源を前提に、拡大された高等教育がどのような性格と
機能をもつことができるのか、考えつめようという努力はまっ
たくはらわれなかったのである。
日本の社会はいま私学を救済するために、多額のツケをはら
わねばならない時期に立ちいたっている。それは同時に私学は
何を提供したらよいのか、たとえば卒業後の職業生活との関連
で学生に何をあたえたらよいのかといった問題を検討する絶好
の機会でもある。」（二八六ページ。ヘイワード）
このように教育がさまざまの階胴的差別・選別の具となって
いるとはいっても、そこで「選抜」される「人材」は果たして
妓良のものであろうか。この点に関するなかんずくガルッング
の指摘はまことに正鵠を射ており、また実に痛烈である。
「日本の教育で知識の機能が第二次的な重要性しかもたないこ
とは企業や官庁での現職訓練が重要な地位を占めることにはっ
きりあらわれている。……企業や政府が学校に求めているの
は、基本的な選抜をしてもらうことである。実際にはこうした
教育使節団報告は、このように、日本の教育を最も特徴づけ
るものとして、それが何よりも先ず人材「選抜」の場としてあ
ることを、正確に指摘するのであるが、それでは、そうした教
選抜も、タテ型の階層的な社会秩序を維持していく基礎として
文句をいわせぬものであればよいのであって、客観的にゑて最
適の人材が最上位を占めるという意味での正確さは、あまり重
要ではない。入試や入試後の勉強がはたしている役割とは、全
体として象れぱ、最高度の創造性をもっている意味での最善の
人材を発見する機能ではない。」（二四九ページ）
限られた時間内で頭脳の中に蓄繭した知識を紙上に再現する
コンピューター的能力によっての承選抜された「一流大学」の
俊等生たちが、戦前・戦後各界のトップ・リーダーとしてどれ
ほど愚劣かつ犯罪的な行為をこれまで積糸重ねてきたかを私た
ちは想起せずにはおられない。日本を今日の「公害先進国」に
導いた主たる責任も彼らにある。
また日本の教育では選抜が第一義で、知識賦与は二次的なも
のでしかないという指摘は、たとえば昭和三十年代の技術革新
と高校進学率の上昇を安直に結合し、六○年代以降の爆発的な
大学生増も同様に「中級管理労働力」に対する独占資本の側か
らの要諦からとするろテロタイプ的ドグマに対する鋭い批判を
な
し
て
い
る
。
２ 
416 
青の現実の背景にあるもの、汰いしは根源は、どのようなもの
と
し
て
と
ら
え
ら
れ
て
い
る
で
あ
ろ
う
か
。
Ｒ子どもたちが〕なぜそれほど大学選抜に大きな不安をいだく
かというのは、第一は、終身雇用制による。この制度では一度
就職するとまず一生その仕事を離れることがないから、最初に
つく職業がまことに重要である。そしてどんな教育の資格をも
つかが、股初にどんな職業につくかを決定するからである。第
二は、日本の大学には急勾配の社会的威信のカーブがあって、
各大学に対する評価はそれによって極端に上下に分類されてい
る
こ
と
で
あ
る
。
…
…
しかし、このような状態はやむをえないのだとして受け入れ
るほかはないものだろうか。雇用主が人を採用するときは、大
学入試の結果にたよるより、自分自身による選抜方法を考える
べきではないのか。」二○○ページ〉。
「〔大学入試の〕問題解決には、……大学入試制度や大学の柵
造、さらには社会の姿勢、とくにどこの大学にいたかという大
学の評判によってその学生を判定する使用者の態度を根本的に
変えてゆくことが必要とされよう。」（四一’四二ページ）
「大学が多様性を欠いているのは大学構造に由来するだけで
なく、社会構造、さらに大学に対する社会の要請にも原因があ
る。」（’五三ページ）
「学校はひたすら……国家に役立つ才能を糸つけ出し、訓練
することに全力を集中した。」（一六九ページ）
「国民生活に深く根ざし、そこに組込まれたシステムという
（１） 
しのは、国民生活がもたらしている社会的な諸結果（たといえば
終身雇用制、乏しい社会移動、年功序列制など）から切り離す
ことがむずかしい。」（二二四ページ。ブ》ｉル）
（１）訳文では「それが」となっており「組込まれたシステム」
（Ⅱ学校制度）を受けているかのようであるが、これでは因果関係
が逆となってしまう。
「終身雇用制に真向から挑むことなしに、年功制から能力主義
に切替えることができると信ずるのは、素朴にすぎる。学生と
教授が大学間を移動する自由を大巾に認め、奨励するには、産
業界にも同じ要求をつきつけなくてはならない。」（二六○ペー
ジ。ガルヅソグ）
このように報告は選抜の場に堕している日本の教育の病弊の
根源を産業界の「人材」選抜の要請にあるとし、とりわけ日本
の終身雇用制と結びつける。悪名高い「指定校制度」は、弱ま
りつつあるといわれながらも、とくに大企業になるほど大手を
振って玄かり通っているが、そうした大企業の人事課はいう。
「もし全大学になど〔応募を〕依頼したら、とても処理でき
ない。人事課員が何人いても足りはしない。まるでパンクです
（２） 
ヨ。」「事蕪系は旧帝大プラス三商大というところです。しぼらな
（２） 
いとワンサと受験生が詰めかけて処理できませんから・不・」
（２）『就職ジャーナル』一九六二・二月号一八ページ。
OECD教育調査団『日本の教育政策」417 
ここには、そのために大学以下限々幼稚園に至るまでの全教
育がどれだけゆがめられようと、一切お構いなしで濡手で粟、
「教育」によって人材を選別してもらおうという大企業のエゴ
イズムがむきだしにされているる。
こうした産業界あるいは経済のための教育の推進者として、
国家が登場することになる。
「日本では、国家が股初から自分の手で教育制度を創設し、
その発展を指導してきた。しかも国家の発展、つまり梅力の伸
長をはかり国際舞台で国家的繁栄を披露することが、何にも優
先すべき目的とされたのである。」二八五ページ）
「文部省は日本の教育内容に対して、非常に強力な公的支配
力をもっている。その点では、世界においてもっとも中央集権
化された官庁の一つかもしれない。」（四四ページ）
論点を整理してみよう。報告によれば、日本の教育は、「知
育偏重」どころか何よりも「選抜」Ⅱ差別鰯選別の教育である。
これは」内容的にかなりの相違はあるが、日教組のいう「能力主
義」と相呼応するものであろう。これを強力に推し進めるため
の「国家」の強力な介入がある。「国家主義」である。「能力主
義」と「国家主義」という二点で、奇しくも日本の教育のゆが承
についてＯＥＣＤ教育調査団と日教組の教育制度検討委員会は
かなり似かよった見解をもつわけであるが、そこで目的とされ
るところのものは、経済に対する教育の従属である。従って報
告における大学改革の提言の根底にあるものは、両者の切断と
いうことになる。
「経済成長は、より良く生きるための一つの手段である。今後
は成長の質的側面にもっと注意が払われねばならない。一九六
一年にＯＥＣＤが教育分野の仕事に着手したのは、ＯＥＣＤ経
済の急激な成長に対応するために教育成長をもっと高めねばな
らぬ、という要請からだった。教育は、経済というアウトプッ
トのためのインプットと見られていた。それは今後も教育政策
の重要な目的の一つであろうが、経済成長はいまやそれ自体が
目的とは糸なされなくなった。」（訳者序文中のＯＥＣＤレネププ
事務総長発言）
「従来は経済の脈絡の中で教育問題を検肘するのが通例であ
ったが、いまやわれわれは、経済問題それ自体を教育的な観点
から考えねばなら段階に来ている。……『経済』という機関車
に連結されている『教育』という車輌を、いまや機関車から引
離すべき時期にさしかかっているのではなかろうか。」二四二
－一四四ページ）
「これまで教育制度は主として経済成長の手段とぶられてき
た。しかしいまでは、それをむしろ『生活の質』を改善すべき
手段として用いるべきだという考え方が強くなっている。」二
九九ページ）
このような基本的観点に立って、報告は大学問題に焦点をあ
てながら、中教霧答申に代表される日本の教育改革への疑問、
管理運営体制についての考え方などをも展開し、さらに部分的
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仁ではあるが幼児教育から生涯教育まで、あるいは私学問題に
も
言
及
し
て
い
る
。
こ
れ
ら
に
一
々
立
入
る
こ
と
は
で
き
な
い
が
、
た
と
えば多様化それ自体は必要であるにしても、現在の「選抜」体
制の中では、後期中等教育でも高等教育段階でも、それは学校格
差を固定し、序列づけるものとならざるをえないことを指摘す
る。大学での研究と教育の分離、種別化についても同様である
と
い
う
。
一
方
「
児
童
は
な
ぜ
労
働
し
て
は
い
け
な
い
の
だ
ろ
う
か
」
と
問いかえし、労働と学習の結合を生涯教育と関連させながら強
調するガルッングの所説は傾聴に値する。「職業生活にはいる以
前に教育の完成をはかる今日の制度は廃止すべきである」とい
うフォールの発言も、同梯の趣旨からでている。さらに高校段
階では、生徒の「三分の一を収容し、ごく少数の顕著な例外を
の
ぞ
け
ば
財
政
状
態
が
き
わ
め
て
悪
く
、
教
育
の
質
と
社
会
的
評
判
に
よ
ってつくられた高校のピラミッドの中で、その最底辺を占めて
い
る
」
私
立
高
校
に
つ
い
て
配
慮
せ
ね
ば
な
ら
な
い
と
も
い
う
。
と
も
あ
れ
、
本
報
告
の
最
大
の
メ
リ
ッ
ト
は
、
日
本
の
教
育
の
主
眼
が
産業界のための「選抜」Ⅱ差別・趣別におかれていることの鋭
い
指
摘
で
あ
る
。
そ
し
て
、
国
家
は
こ
う
し
た
教
育
の
文
字
通
り
、
「
牽
引
車
」
と
し
て
の
役
割
を
積
極
的
に
荷
っ
て
き
た
し
の
と
さ
れ
て
い
る
。
近代的な教育が資本に必要な労働力創出の場として確立された
こ
と
は
、
も
ち
ろ
ん
日
本
に
限
っ
た
こ
と
で
は
な
い
が
、
大
学
入
試
を
境
として、それ以後就職して停年に至るまでの無競争と、それ以
前のまさしく「進学戦争」と名づけるにふさわしい激烈な競争
が併存する日本の特殊状況は、日本が諸外国に類を見ない驚異
的な経済成長を遂げてきただけに、ＯＥＣＤにとっても検討に
値する素材だったのである。
さ
て
、
日
本
の
教
育
の
現
状
お
よ
び
そ
の
背
景
に
つ
い
て
の
以
上
の
よ
うな的確な指摘にもかかわらず、一方ＯＥＣＤ教育調査団のレ
ポートという性格から予測されることであるが、いくつかの疑
問点ないし不十分と思われる点も目につく。これらを気のつく
まま以下に挙げて象よう。
１、そもそもＯＥＣＤ「経済協力開発機榊」）がなかんずく
日本の教育に関心を示したのは、前にもふれたように明治以来
の日本経済の高度成長が契機となっている。報告醤はいう。
弓日本の驚異的な成長の秘密』は、教育に対する社会的投
資にある。この見方は、日本の知識人や指導者の間で広く受入
れられ、いまでは公式見解といってよいほどのものになってい
る。また、教育への投資は初・中等教育の強固な基盤の上にす
すめられねばならぬとする命題を、日本ほど確信をもって支持
している国はほかにない。」（二四ページ）
経済の成長の重要な原因として教育の普及を考えるいわゆる
教育投資論は、とくにいわゆる近代経済学的な立場からここ二
十年ほどの間華々しく取上げられた。そうした時流に文部省ま
でもが乗った産物が、かの一九六二年度の白脅『日本の成長と
３ 
４１９０ECD教育調査団『日本の教育政策』
教育』であったことはよく知られている。しかしながら、教育
投資論の代表者ともいってよいＴ・Ｗ・シュルッは、⑩初等教
育は本質的に消費であり、②これに対し消費と投資の両面をも
つものとして、職業教育中心でない中等学校やある種のリペラ
ルァーッ・カレッジ、③本来投資のためのものとしてのさまざ
まの専門職愛成機関である大学など、の三つに分類し、投資効
（１） 
果ないし、「教育の収益率」を算出している。これに対しこう
した計算が妥当なのか、そもそもそうした計算は成立つのかと
いう疑問も多く出されている。日本経済に立返っていうならば．
たしかに時系列を追ってのたとえばＧＮＰ上昇と教育の普及は
かなり．〈ラレルな動き方をしていることは間違いない。しかし
それだけではどちらが原因でどちらが結果なのかはわからない
のみか、第三の原因により両方が生まれてきたという推測も成
●
●
●
●
 
り立ちうる。こうした因果関係を実証的につきとめることなし
に、教育の普及がＧＮＰに寄与したとか、逆にＧＮＰないし国
民所得が上がったから教育の普及度が高まったと結論するのは
あ
ま
り
に
も
安
直
す
ぎ
る
と
言
わ
ね
ば
な
ら
な
い
。
（１）Ｔ・ｗ・シュルッ『教育の経済価値』澗水訳二五ページ以
下。
ただ一つ間違いないことは、「日本の驚異的な成長の秘密」
●
●
●
 
としての低賃金の存在である。もし教育を、とくに初等教育の
普及を日本の成長と関逃させようとするならば、むしろそれが
低賃金構造を支えるため不可欠の体制順応的イデオロギーの扶
檀に与ってきわめて大きな力があったという面からではあるま
いか。さらに、使節団報告は、前節で見たような問題点は指摘しな
がらも、少なくとも今日までの、他の先進国に追いつくまで
の、日本の教育については、大きく評価している。「教育を利
用した点で、日本の近代化は即かしい－つの実験であった。」
（一四四ページ）ともいう。しかしこうしたオブティミステック
な見解は、低賃金に代表されるような、｜にぎりの｝一リートを
輩出させるための下積みとなった民衆の側、．将功成って万
骨枯」れたダーク・サイドを見落としているといわねばならな
い。現在むしろ、民衆の側に立って見たとき、明治百年は何で
あったかが、再検討を迫られているのである。このあたりがＯ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の
限
界
と
い
う
こ
と
に
な
ろ
う
。
２、報告は、前にもふれたように、大学改革のための注目す
べき具体案をもいろいろ出している。たとえば大学の再編のた
めの学校群制度、家族の所得水準に対応した授業料補助、等
女。それらはしかし、あるいは当然のことともいえようが、現
存の、公教育の終着駅としての大学を前提とする。この点ガル
ッングの報告は異色である。彼は社会をいくつかのモデルに分
けて検討するが、．部の人間が他のものよりも高い地位を占
める運命をあらかじめ与えられているという考え方」を否定
したものとして、中国の文化大革命を評価する。一九四九年の
革命がもたらしたものは「タテの個人主義であり、専門職主
420 
義であり、
で
あ
り
、
ニ
お
そ
ら
く
は
輯制召ある文化大革命が起った。そこでは専門的職業を格下げ
して人民大衆と結びつけ、まったく新しく定義し直すなど……
さまざまなことがらが進行した。」（二五七ページ）
そして彼は未来の大学像、というよりは教育機関のあり方に
関連して次ぎのようにいう。
「大学は十八’二十五才の年令に骸当する青年にだけ奉仕す
るものだという考え方は、完全に捨てねばならないし、また
（企業、工場、農場などの）効馴鯛劇剛、あらゆる年令の構成
員に対応する能力をもたなければならなくなる。たとえば児童
はなぜ労働してはいけないのだろうか。」（二七三ページ）
大学改革が単にカリキュラムいじりや制度いじりの「近代
化」に終らないためには、そうした「改革」によってむしろま
すます体制の下への包摂を深めることにならないためには、歴
史の流れを見きわめたこれからの大学像を明らかにした上で、
現在の条件の中でそれに一歩でも二歩でもどう近づくかという
戦略・戦術的観点が不可欠であろう。
３、報告は経済と教育との特殊な結びつきⅡ日本型選抜機構
を問題にする。もちろん「教育制度を社会的選抜機能から断ち
切るという理想は、まだどの社会にも実現されていない。」
（’六九ページ。ガルッング）やっと中国でその切断の実験がは
社会的威信を獲得するための手段とみなされた教育
エリート主裟で」あった。こうして「第二次の革命、
Ｎ鋼剣凹潤初、反能力主識的
そ「第二次の革命、
ｌ
 
（目ニーョの鼻月日骨）な
じまったという程度でしかないだろう。しかし日本の場合は特
殊日本的な選抜機構が、経済と教育との結びつきがあるのであ
り、その根源について報告はとくに終身雇用制を強調する。こ
のことはそれ自体としては正しいが、そして一方では大学間格
差、多層構造の指摘もくりかえしなされるが、ここでもう一つ
の経済的背景として確認されなければならないのは、日本経済
の二重織造、というよりか多圏榊造－１資本、労働、労働市場
などの各側面にわたるｌである．労働力供給源としての教育
の場の多層構造は、こうしたもろもろの多層構造の反映にほか
ならない。大学のピラミッドは、企業のピラミッドに対応し、
これに規定されたものとしての糸存在しうるのである。年なの
学費紛争に代表される日本に特有な私学問題も、根源は》」》」に
ある。以上私たちは本文に即しながら報告書の内容を検討・批判し
てきたが、股後にいくつか、読了後の感想とでもいうべきもの
を思いつくまま付記して小論を終えることにしよう。
１、くりかえし強調されているように、日本の教育は知識の
賦与以前に「選抜」が第一議的である。このような主張は、報
告書の性格上、実証的で詳細な資料によって裏付けられている
わけではないが、篭者の今まで入手しえた不十分な資料から見
ても、マスプロ私大の現場の教師の実感からいっても、ま』」と
４ 
４２１０ECD教育調査団『日本の教育政策』
に的確であると思われる。しかしながら、従来かしら「革新」
陣営からなされる教育についての評価は、実証をぬきにして知
識賦与の面に過大に偏している傾向がある。その最たるものが
「大学エ場論」ということになる。すでにふれたように、たとえ
ば昭和三○年代に入ってからの技術革新は、高度の質の労働力
を要請し、これが高校への進学率を促進したという。しかし自動
車、
電
機
、
石
油
化
学
、
鉄
鋼
な
ど
部
門
に
よ
っ
て
も
異
な
る
技術革新
がどのような質の労働力を必要としたか、それが高校以下の指
導要領や教科識にどう反映し、さらに現実にどのような労働力
がつくり出されて行ったか、というような道すじを追っての説
得
的
な
実
証
は
、
筆
者
は
寡
聞
に
し
て
知
ら
な
い
。
む
し
ろ
中
・
高
生
の
半分から三分の二が授業についてゆけないといわれる現状は、
そ
う
し
た
教
育
へ
の
「
独
占
資
本
の
要
諦
」
を
裏
切
っ
て
い
る
。
ま
た
六
○年代以降の大学の「高度成長」も、理工系だけでなく、文科系
においても著しいが、これをもって企業の巨大化にともなう管
（１） 
理運営能力（とくに中級の）要請の結果とする公式論は、大卒
グレーカヲーないしブルーカラー化の現実の中で完全に説得力
を失っている。ただ、いずれにしても、独占の要請と教育とが
どのように関連するかあるいはしないかについて、実証的な検
討を重ねることは私たちの今後の課題である。
（１）日教組の教育制度検討委員会第三伏報告では「Ⅱ大学をどう
改革してゆくか」の部で次ぎのようにいう。
「大学を受けたいと希望する辮年の墹加は、たんに学歴主幾によ
るのではない。
それは社会の深部に胚胎する客観的要諦としての科学・技術革命
の進展、それにもとずく企画経営能力への要求の高まりと、人梅意
識に支えられた労働者の高度な知的要求にもとずくものである。」
弓教育評論』七月臨時増刊五五ぺＩジ）
「人権意識に支えられた云右」のくだりはともかくとして、その
前半はむしろ資本の要諦にほかならない。労働者はこの資本の要求
（なかんずく企画経営能力への要求Ｉ）を拳Ａ服潤して教育を受け
あるいは子弟怪教育を受けさせるというのであろうか。
２．日本の大学ｌを終着駅とする教育体系全体ｌは、この
ように「選抜」の場ではあったが、それは必ずしも、というより
ほとんど、内実を伴った選抜ではなかった。そこにこそ、内外
の状勢の急転に対応するため、現在大学を含む教育の再縞成が
急がれつつある理由がある。差別・選別の場としての今までの
大学は、さらに積極的左内実をもつ「帝国主義大学」たらしめ
ねばならない。こうした再編の嵐の中で、あるいはむしろそれ以
前に自らが差別・選別のまさしく直接的な遂行者である現実の
中で、教師は何をなすべきか？何よりも、ロでは中教審路線粉砕
を叫びながら、実は毎年あきもせず差別・選別の仕事にうき身
をやつしている自らの存在を、直視すべきだろう。もちろん、
そこから逃避したり、「大学解体」を心情的にふりまわして、
済む問題ではない。どっちみち資本主義社会の中に生きている
限りは、「被害者」といえども一面「加害者」であることを免
れえはしない。そうした矛盾に満ちた存在として自らをとらえ
かえすことが、少なくともロにマルクスを唱えている大学教師
422 
の
、
い
わ
ば
「
原
点
」
で
は
な
い
で
あ
ろ
う
か
。
３、前項と関連することであるが、そのような矛盾に満ちた
存在としてどのように振舞いうるのか（たとえば採点）、さら
には大学をどう改革すべきかという問題について，私たちは、前
にもふれたように、歴史をおし進める方向での大学像を明確に
し
た
上
、
こ
れ
へ
の
接
近
の
ス
テ
ッ
プ
と
し
て
主
体
的
行
動
な
り
大
学
改
革を考えねばなるまい。私大への国庫補助運動もまた同様であ
る。何のための国庫補助なのか。「学生の七五％を抱えています」
と
い
っ
て
も
、
現
実
の
私
大
の
ほ
と
ん
ど
教
育
不
在
と
い
っ
て
よ
い
状
態
を
知
っ
て
い
る
教
職
員
自
身
に
と
っ
て
、
そ
れ
は
何
と
も
う
つ
る
な
響
き
し
か
持
ち
え
な
い
。
大
学
な
ど
に
縁
の
遠
い
庶
民
に
と
っ
て
は
な
お
さ
ら
である。三○％そこそこ、将来ふえたとてせいぜい四○％の特
椎者にではなく、文字通り「国民に開かれた戈韓』とは何か、これ
に接近する途すじは現在の主体的・客観的条件の中でどのよう
な
も
の
か
．
こ
う
し
た
観
点
に
立
っ
て
の
国
庫
補
助
運
動
ｌ
一
般
的
に
大学改革１１の論理の転換が要諦されているのである。
（２）これについての鑓者の基本的な考え方は「大学各種学校論」で
ある。前掲『教育』一九七三・一○拙稿参照。（一九七三・一○・一一一）
